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令和元年雇第１５号 

 

主  文 

本件再審査請求を棄却する。 

 

事実及び理由 

第１ 再審査請求の趣旨 

公共職業安定所長（以下「安定所長」という。）が平成３０年７月１３日付けで

再審査請求人（以下「請求人」という。）に対してした、同月２日以降基本手当を

支給しない旨の処分を取り消すことを求める。 

第２ 事案の概要 

１ 請求人は、平成２９年１２月３１日、Ａ所在のＢ会社（以下「事業所」という。）

を離職した。 

２ 請求人は、平成３０年１月２６日、公共職業安定所に出頭し、雇用保険の受給

資格決定を求め、同日、安定所長は、受給資格決定をした。請求人は、その際、

安定所長に離職理由について異議を申し立てたが、安定所長は、事業所を管轄す

るＣ公共職業安定所長に照会の上、離職理由を変更しないこととした。 

３ 安定所長は、平成３０年７月１３日、請求人の離職理由を「定年退職（再雇用

条件を提示したが合意に至らなかった。）」として、同月２日以降基本手当を支

給しない旨の処分（以下「本件処分」という。）をした。 

４ 本件は、請求人が、離職について、雇用保険法（以下「法」という。）第２３

条第２項第２号に規定する解雇その他の厚生労働省令で定める理由があると主張

し、本件処分の取消しを求める事案である。  

５ 請求人は、雇用保険審査官（以下「審査官」という。）に対し審査請求をした

ところ、審査官が令和元年７月４日付けでこれを棄却する旨の決定したため、更

にこの決定を不服として本件再審査請求をした。 

第３ 当事者の主張の要旨 

１ 請求人 

（略） 

２ 原処分庁 

（略） 
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第４ 争  点 

請求人の離職が、法第２３条第２項第２号に規定する解雇その他の厚生労働省令

で定める理由によるものであるか。 

第５ 審査資料 

（略） 

第６ 理  由 

１ 当審査会の事実認定 

（略） 

 ２ 当審査会の判断 

 （１）請求人は、継続雇用されず、定年により離職したのは会社都合であって、離

職せざるを得なかったものであり、法第２３条第２項第２号に規定する解雇そ

の他の厚生労働省令で定める理由により離職した者、すなわち特定受給資格者

に該当すると主張するので、以下検討する。 

ア 請求人は、平成２９年１２月３１日、事業所を離職しているところ、これ

は、労働保険審査請求書において請求人も認めるとおり、定年により離職し

たものである。 

イ 法が、特定受給資格者に対して手厚い給付日数を確保している趣旨は、解

雇等で再就職の準備のための時間的余裕なく離職を余儀なくされた者に対す

る給付に重点を置くためであると解されるところ、定年退職者等離職前から

あらかじめ再就職の準備ができる者については、原則として特定受給資格者

になり得ないと解するのが相当である。 

ウ 一方で、「雇用保険業務に関する業務取扱要領」（平成２２年１２月２８

日付け職発１２２８第４号）５０３０５（５）ロ（ト）においては、「定年

後の継続雇用を希望していたにもかかわらず、就業規則に定める解雇事由又

は退職事由（年齢に係るものを除く。以下同じ。）に該当したため、６０歳

以上６５歳未満の定年により離職した場合」には、特定受給資格者として取

り扱うとしているところ、これは、高年齢者の雇用の安定等に関する法律に

基づく高年齢者雇用確保措置としての継続雇用制度の下で、就業規則に定め

る解雇事由又は退職事由に該当するために継続雇用されず、定年により離職

した場合には、解雇と同等に取り扱うとしたものと解され、定年退職であっ

ても例外的に特定受給資格者として取り扱うことは、妥当であると考える。 
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エ 事業所においては、高年齢者雇用確保措置として継続雇用制度を採用して

いるところ、上記アのとおり、請求人の離職が定年によるものであることか

らすれば、請求人が、就業規則に定める解雇事由又は退職事由に該当したた

め継続雇用されず、事業所を定年により離職したと認められる場合には、特

定受給資格者とすることが相当である。 

オ しかし、請求人についてみると、請求人の希望と異なるものであったこと

は認められるものの、事業所からは、継続雇用の条件が提示されており、当

該条件の下での合意に至らず、結果として、定年により退職したものであっ

て、就業規則に定める解雇事由又は退職事由に該当するために継続雇用され

ず、定年により離職したものではない。 

 （２）したがって、請求人の離職について、法第２３条第２項第２号に規定する解

雇その他の厚生労働省令で定める理由があるとは認められないから、安定所長

の行った本件処分は妥当である。 

３ 結  論 

よって、本件処分は妥当であって、これを取り消すべき理由はないから、請求

人の本件再審査請求を棄却することとして、主文のとおり裁決する。 

 

令和２年５月２９日 

 


